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1B2 日本企業における 経営戦略文書作成の 実態 

OUL 旧 肇 ㎝ 本 電信電 調 ，丹羽 清 ( 東大統仝 ) 

はじめに 

研究技術計画学会・ 技術経営 (Mo, Ⅱ分科会内 

に組織された 研究ワーキンググループ WGl 

で実施した「革新的研究開発のための 構想提 
案 力 ・目標設定力に 関する調査」 (' から、 経営 

戦略文書に関する 分析の結果を 報告する。 企 

業 に所属する学会員が 現状の経営戦略文書を 
どのように捉え、 利用し、 またどのような 理 

想を持っているかについて、 興味深い情報を 
収集することが 出来た。 

会 社経営機略文言に 関する基礎的な 廿報 

近年、 異なる事業分野に 属する複数の 事業 
を一企業で営むことが 常態となっている。 こ 

のため経営戦略文書についても、 これら複数 
の事業全体に 関する中長期的な 経営目標と実 
行計画を記載する 会社経営戦略文書と、 特定 
の事業分野に 関わる分野事業戦略文書が 存在 
すると考えた。 そしてアンケートでは 主に全 

社経営戦略文書について 調査した。 
全回答者 137 名のうち、 全社経営戦略文書 

が存在するとの 回答が 117 名に達した。 この 

文書は「中期経営計画」、 「経営革新中期計 

画」、 「 ニ ケ 年 経営計画」、 「 2 ㎝ 0 年ビジョ 

ン」など様々な 名称で呼ばれている。 113 名が 
文書の作成組織を 知っていると 回答しており、 
これらの組織には「企画」 (59 件 ) 、 「経営」 (49 

件 ) などの名称が 付されていることが 多い。 し 

かし一方では「委員会による」 (6 件 ) や「社長 
あ るいは経営者自身」 (3 件 ) との回答もあ った。 

どの程度の期間を「中期」または「長期」 

と 見なしているかを 問うたところ、 表 1 に示 

すように「中期」については 3 年を境に、 「 長 

期 」では 5 年を境に回答が 二分された。 この 

うち「中期」の 定義期間については、 回答者 

の所属部門で 扱う技術・製品のライフサイク 
ルと強い関係があ る事が分かった。 すなわち 

表 2 に示すよ う に、 ライフサイクルの 回答を 5 

年 以下と 6 年以上に二分し、 定義期間との 間 

で z2 を計算した。 その結果、 技術・製品のラ 
イフサイタルが 5 年以下であ ると「中期」が 3 

年以下であ る場合が多いと、 5% 有意水準でい 
ぅ ことができた。 しかし「長期」の 定義期間 

についてはこのような 明確な関係が 存在しな 

かった。 

表 1  「中期」、 「長期」として 定義する期間 
中期 3 年以下 : 67 名 4 年以上 :40 名 

長期 5 年以下 : 26 名 6 年以上 :30 名 

表 2  「中期」の定義とライフサイクルの 関係 

(X2=5.54) 
A A 一 計   

B   25  名 5 名 30  名 

B 37  名 26 名 63  名 

計 62  名 31 名 93  名 

A: 「中期」の定義期間が 3 年以下 
B: 技術・製品のライフサイクルが 5 年以下 

金社経営戦略文書の 見直し周期について 聞 

いたところ、 97 名が「定期的」と 回答した。 

その周期は「 3 年毎」が 43 名、 「毎年」が 36 

各 であ った。 しかしこのデータについても「長 
期」の定義期間と 同様に 、 扱い技術・製品の 

ライフサイクルとの 明確な関係は 存在しなか 
った。 

会社経営戦略文書への 記載事項を回答の 多 

かった順に並べると 表 3 のようになる。 どん 

な事業分野で 経営を進めていくのか、 重要な 
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事業についてはどのように 展開していくのか 表 4  売上高と記載項目の 関係 

などに関わる 項目については、 ほとんどすべ ABl 朋， A ヨ Ⅰ ABl 一 X2 
ての回答者が 記載あ りと回答した。 一方で、 75  名 9 名 18 名 8 名 6.11 

「顧客の動向」、 「競合他社の 動向」、 「 海 』 牡 2 佃、 佃、 AB2 一 X2 
22  名 62  名 2 名   24 名 3.98   

な い のはどうしてだろうか。 Bl: 「経営環境の 分析、 社会経済や技術の 動向の予測」 

の 記載あ り 

表 3  合社経営戦略文書への 記載項目 
B2: 「企業提携計画」の 記載あ り 

研究費の売上高比率 5% を境に同様の 検定 

を 行った結果を 表 5 に示す。 この表にあ るよ 

ぅ 「海覚展開計画」、 「重要な研究開発計画」、 
「競合他社の 動向」、 「企業提携計画」、 「 顧 

が 記載率が高いという 有意な相違があ った。 
当然のことながら、 研究開発は唯我独尊では 
推進できない。 むしろ世界中の 研究開発の動 

向 に注意を払い、 自社技術と他社技術を 取捨 

選択し、 また顧客のニーズに 応えて戦略的に 
推進しなければならない。 研究費の売上高地 

率 の高 い 方が企業の外部環境に 関する記載が 
増えるのは、 このような事情が 影響している 
ためではないか。 

企業の校旗 f こ よる相違 

企業を特徴づける 売上高 ( 回答者 110 名 ) や 

研究費の売上高比率 ( 回答者 104 名 ) によって 、 
会社経営戦略文書への 記載項目がどう 変化す 

るかを x2 検定によって 分析した。 
売上高に敏感に 反応したのは、 表 4 にあ る 

X2 

  

企業提携計画についてはその 頻度やインパク B2: 「重要な研究開発計画」の 記載 あ り 

ト などがこの相違の 原因であ ると考えること 
も出来るが、 それを明らかにするには 更に研 
究をする必要があ る。 
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丈吉の公表が 記載項目に及ぼす 影 Ⅰ 表するのが適切な 方法であ るよ う に思われる。 

会 社経営戦略文書が「株主あ るいは広く社 
会に公表されている」との 回答が 20 名、 「エ 

ッセンスのみ 公表されている」が 55 名で、 そ 

の合計は「公表されていない」の 39 名を上回 
った。 近年、 企業情報を適切に 株主あ るいは 

社会に公表することは 企業責任であ るとの主 
張が強くなっているが、 回答者の所属する 企 

業は既にその 方向に動いていることがわかっ 
た   

それでは公表するか、 しないかで記載項目 
に相違があ るのだろうか。 

「公表されている」と「エッセンスのみ 公 

表されている」を 一群として「公表されてい 
ない」とする 群と 比較しても、 x2 検定では 有 

意 な相違は見出されなかった。 一方、 「エッ 

センスのみ公表されている」を「公表されて 
いない」と同一群として「公表されている」 
とする 群と 比較した結果を 表 6 に示す。 この 

表のように「重要事業の 展開計画」、 「競合 

他社の動向」、 「重要な投資計画」で、 公表 
群の方が記載率が 低いとの結果が 出た。 

表 6  文書の公表と 記載項目の関係 

A: 文書が株主あ るいは広く社会に 公表されている 

会社経営戦略文言の 社内伝達 

会 社経営戦略の 社内伝達方法 ( 公式文書の社 
内周知方法 ) について「組織または 社員個人へ 
の 文書配布」、 「ラインによる 口頭伝達」、 
「社長または 役員からの口頭伝達」と「その 

他」の選択肢を 設け、 回答を求めた。 多くの 
回答者が複数を 選択したが、 中でも「文書配 
布」が最も多く 60 名を数えた。 そこで正確に 

内容が伝達されると 考えられる「文書配布」 

を用いているとした 群と 、 「文書配布」を 用 

いない 群 との間で伝達項目に 相違があ るかを、 
伝達方法と伝達される 項目の質問に 共に答え 
た 57 名の回答を元に 調べた。 

x2 検定で有意な 差が出たのは「当社の 現 

状」であ る。 文書伝達 群 では 79% が伝達され 
たとしているのに、 その他の方法によった 群 

では 54% に減少している。 他の各項目につ い 

ては母集団の 数が少ないために X2 検定では 
意味のあ る評価にはならないが、 文書伝達 群 

では 9 ないし 6 名が回答したのにその 他の方 

法によった群ではわずか 1 名しか伝達されて 

いるとしなかった 項目として、 「海覚展開 計 

画 」と「企業提携計画」を 挙げることが 出来 

る。 口頭による周知の 場合、 伝達者が伝達し 

たりと判断した 項目だけが伝達される。 「当 

社の現状Ⅰや「海覚展開計画」などは 伝達者 
にとって優先度が 低かったのではないか。 一 

方で被伝達者も 興味のあ る項目だけに 耳を澄 
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ませているという 可能性があ る。 つまり「当 

社の現状」が 社員にとっては 周知の事実であ 
るとすれば、 伝達されてもそれには 耳を貸さ 

会社経営戦略文書を 公表することは 競合他 
社に自社の戦略を 知らせることに 通じるため、 
公表しているとした 群の方が重要部分の 記載 
を控える傾向があ ったと理解することが 出来 

よう。 しかし会社経営戦略文書が 業務の遂行 
に役立っているとすると ( 後述 ) 、 重要部分を記 

載しないのは 不適当であ る。 情報の公開との 

バランスを考えるならば、 エッセンスのみ 公 

ないという可能性であ る。 

伝達される項目に 関する質問への 回答を、 
記載項目に関する 回答と比較したのが 表 7 で 

あ る。 伝達されるとした 比率が記載されてい 
るとの比率に 比較して常に 低いことを読み 取 

ることが出来る。 このようにせっかく 全社経 
営戦略文書を 作成してもそれが 組織内へ周知 
される率は低いので、 今後は伝達方法を 改善 
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して レ ) かなけれ   ばな らない。 

表 7  記載項目と伝達項目の 比較 

項目 記載率 伝達率 
事業分野の内容と 目標 93% 75% 

l 重要事業の展開計画   86%－ 61%－ 

l 当社の現状     85%－ 66%－ 

経営環境の分析、 社会経済 
や技術の動向の 予測   85%   68% 
企業理念や企業使命、 長期 
的に達成したい 会社の姿 

81% 

71%   
重要な研究開発計画 
重要な投資計画 

顧客の動向 

海外展開計画 
競合他社の動向 

 
 

 
 

l 企業提携計画   23%－ 12%－ 

l その他具体的に   8%！ 3%！ 
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会 社経営戦略文吉の 業務への 影 Ⅰ 度 

この調査では、 全社経営戦略文書が 回答者 
の業務遂行に 役立っているかについて 質問し 
た。 その結果、 「それに基づいて 業務を遂行 
している」との 回答が 62 名から、 「業務に影 

響を与えている」との 回答が 43 名から・ 「あ 

まり役立っていない」との 回答が 7 名から得 

られた。 「あ まり役立っていない」という 回 

答は心理的に 選択しにくく、 また 7 名では 統 
計 約 処理が出来ないので、 「それに基づいて 

業務を遂行しているⅠとの 回答辞 ( 活用 群 ) と 

「業務に影響を 与えている」あ るいは「あ ま 

り役立っていない」との 回答 辞 ( 非活用 群 ) に二 

分して、 何が群を分けたのかを z2 検定によっ 
て 調べた。 

会社経営戦略文書に 記載されている 項目に 
よって活用度に 大きな有意差が 見つかった。 
例えば現在の 文書に「顧客の 動向」の記載が 
あ るとした 群 (59 件 ) はすべて活用 群 に分類さ 

れ、 記載がないとした 群 (48 件 ) はすべて 非活 

用群 に分類された。 この他、 
に x2 の大きい順に「競合地 ネ 

外 展開計画」、 「企業提携 計 

研究開発計画」、 「重要な投 

差があ ると判定できた。 この 

部との相互作用に 関わるよう 

程 、 全社経営戦略文書の 業務 

が大きくなることは、 この 文 

べきかについて 大きな示唆を 
る 。 

表 8 に 赤 

土の動向」 

画 」、 「 
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表 8  文書の活用と 記載項目の関係 

A: それに基づいて 業務を遂行している 

 
 

B
B
B
B
B
B
1
2
3
4
5
6
 

「顧客の動向Ⅰの 記載あ り 

「競合他社の 動向」の記載あ り 

「海覚展開計画」の 記載あ り 

「企業提携計画」の 記載あ り 

「重要な研究開発計画」の 記載あ り 

「重要な投資計画」の 記載あ り 

次に活用 群と 非活用 群で 回答者の属性が 異 

なるかを調べた。 その結果、 年齢が 46 歳を越 
える回答者では 活用と非活用がそれぞれ 41 人 

と 44 人であ るのに、 46 歳未満では 17 人と 6 

人で、 X- 値は 4.8 になり、 5% 水準で有意差が 

あ ることが明らかになった。 若手ほど全社経 
営戦略文書に 基づいて業務を 遂行していると 
いうことは、 いろいろに解釈することが 出来 

る。 先行指標のない 時代に企業戦略が 必要で 

あ ることを若手が 認識しているためというの 
が、 最も積極的な 解釈であ る。 一方で若手は 
マニュアル人間なので 必要と考えたとか、 べ 
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テランは戦略の 限界を心得ているというよう 
な消極的な解釈も 出来る。 しかしいずれにし 
ろ若手がよく 活用しているということは、 今 
後の企業経営での 戦略文書化の 必要性を示唆 
するものと考えられる。 

あ ると考える。 

表 9  記載を期待する 項目 

項目 支持率 記載率 
仝葉理俳や企業使命、 長期 83%@ 81% 

的に達成した い 会社の姿 

理想的な全社経営戦略文舌への 記載項目 

それでは回答者は、 全社経営戦略文書には 
どのような項目が 記載されることを 期待して 
いるのであ ろうか。 調査では「適切な 全社経 
営戦略文書を 作成するならば、 何を記載すべ 
きか」という 質問を用意し、 回答者に最大 5 
項目を選択させた。 

この選択結果を 表 9 に示す。 表 9 は項目を 
支持率が多かった 順に並べたものであ るが、 
現在の文書との 比較対照を容易にするために 
表 2 から計算した 現在の全社経営戦略文書 へ 

の 記載率も並べた。 選択できる数を 5 項目と 

限定したので、 仮に回答者が 同じような項目 
ばかり選択したとすれば、 項目間の相関係数 
が大ぎくなるはずであ る。 しかし実際には 相 

関係数の絶対値の 最大値は 0 ． 29 であ ったので、 

回答者それぞれは 自由に 5 項目を選択し、 そ 

れらの回答が 総合されて支持率が 計算された 
ということが 出来る。 
支持率が 50% を越えた項目が 5 つ あ り、 こ 

れら「企業理俳や 企業使命、 長期的に達成し 
たり会社の姿」、 「重要分野の 内容と目標」、 
「重要事業の 展開計画」、 「経営環境の 分析、 

社会経済や技術の 動向の予測」、 「重要な研究 

開発計画」はいずれも 全社経営戦略文書には 
必須の項目と 言 う ことが出来る。 一方、 「顧 

客の動向」、 「競合他社の 動向」、 「海覚展 

開計画」、 「企業提携計画」などは 支持が低 
かった。 しかし前節で 述べたよさにこれらの 
記載があ るか否かで業務遂行への 影響度が大 
きく変化する。 選択 数 が最大 5 項目に制限さ 
れたので、 戦略の観点から 必要不可欠な 企業 
理念、 重要分野の目標などへの 支持率が高く 
なったが、 文書の有用性の 観点からは企業と 
外部との相互作用に 関わる記載を 行 う べきで 

重要分野の内容と 目標 75% 93% 

重要事業の展開計画 70% 86% 

経営環境の分析、 社会経済 70%@ -85% 

や技術の動向の 予測 

重要な研究開発計画 53% 71% 

重要な投資計画 43% 69% 

l 当社の現状   39%－ 85%－ 

l 顧客の動向   30%！ 56%・ 

競合他社の動向 20% 49% 

海外展開計画 15% 51% 

企業提携計画 4% 23% 

その他具体的に 3% 8% 
期待項目の質問への 回答者 115 名 
記載項目の質問への 回答者 111 名 

現在の文書に 記載があ るか否かで適切な 文 

書を作成する 際の項目選択に 差が生じる可能 
性があ るので、 これを z2 検定によって 調べた。 

5% 有意水準で差があ った項目は表 10 のよう 

に「企業理俳や 企業使命、 長期的に達成した 
ぃ 会社の姿」、 「当社の現状」、 「重要な投 

資計画」の 3 項目で、 現在の文書に 記載があ 
れば支持率が 高いとわかった。 「企業理俳や 

企業使命、 長期的に達成したひ 会社の姿」に 
ついては前段落で 記載が不可欠と 書いたが、 
今の文書に記載がなければ 要求が弱くなると 
いう結果は興味深い。 その企業における 記載 
経験の有無がこの 判断を分けたものと 理解す 
ることが出来るであ ろう。 

なお記載が不可欠と 個別に指摘された 事項 
として「環境問題、 省エネルギー、 省資源活 
動への取り組み」があ る。 確かに現在の 社会・ 

経済的な条件下では、 環境問題への 取り組み 
は企業の将来を 左右する因子の』 つ と考え ろ 

れる。 しかしこの調査の 設問者の意識 ( もっと 

言えば経験 ) にはなかったので、 選択肢への掲 
載を忘れたものであ る。 これも記載経験の 有 
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表 10  記載項目と期待項目の 関係 

A: 会社経営戦略文書に 記載があ る 

B: 理想的な全社経営戦略文書への 記載を期待する 
1 : 「企業理俳や 仝 業 使命、 長期的に達成したが 会社の 

盗」 

2: 「当社の現状」 

3 : 「重要な投資計画」 

分析の主要な 拮計 

1  取り扱う技術・ 製品のライフサイクルが 
5 年以下であ れば、 その企業は「中期」と 
は 3 年以内であ ると認識し、 6 年以上であ 
れば 4 年以上であ ると認識する。 

2  現在の全社経営戦略文書には「事業分野 
の内容と目標」、 「重要事業の 展開計画」、 
「当社の現状」、 「経営環境の 分析、 社会 

経済や技術の 動向の予測」・ 「企業理俳や 

企業使命、 長期的に達成したい 会社の姿」 

が高 い 割合で記載されている。 それに比べ 
れば「顧客の 動向」、 「競合他社の 動向」、 
「海覚展開計画」、 「企業提携計画」とい 

った企業と外部との 相互作用に関わるよ 
う な項目の記載率は 低い。 

3  研究費の売上高比率が 5% 以上の企業を 
未満の企業と 比較すると、 5% 以上の仝業の 
方が外部との 相互作用の記載率が 高 いこ 

とがわかった。 
4  「エッセンスのみ 公表されている」を 含 

めると過半数の 企業で全社経営戦略文書 

が公開されていた。 このうち「広く 公開さ 

れている」とした 回答者 群 では、 「重要事 

業の展開計画」や「重要な 投資計画」の 記 

載率が低下していた。 これは公開によって 

手の内をさらけ 出すことを企業が 避けた 
ためではないか。 

5  合社経営戦略文書を 社内に周知するに 
は、 文書として配布する 方法と役員やライ 
ンの口頭を通じる 方法があ る。 「当社の現 

状 」、 「海覚展開計画」などは 文書によると 
したグループの 方が伝達されるとの 回答 

が多かった。 
6  企業と外部との 相互作用に関わるよ う 

な項目が記載されている 方が、 回答者がそ 
れに基づいて 業務を遂行する 割合が高か 

った。 

7  46 歳以上に比べ、 46 歳未満の回答者の 
方が全社経営戦略文書に 基づいて業務を 

遂行する割合が 高かった。 
8  回答者に適切な 全社経営戦略文書に 記 

載が必要な項目を 聞いたところ、 「企業理 

念や企業使命、 長期的に達成したい 会社の 

姿」、 「重要分野の 内容と目標」、 「重要事 

業の展開計画」、 「経営環境の 分析、 社会 

経済や技術の 動向の予測」、 「重要な研究開 

発計画」への 支持が高かった。 これらは全 
社経営戦略文書として 必須の項目であ る。 
しかし外部との 相互作用に関わる 項目に 
も配意すべきと 考える。 

9  現在の全社経営戦略文書に 記載がな い 

と、 適切な ( 理想の ) 文書に記載すべきとの 
回答率が減少する 傾向があ った。 過去の記 
載経験が理想の 項目選択に影響を 与えた 
ことになる。 
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